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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

ひとづくりを軸とした持続可能な地域づくりプロジェクト 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

島根県益田市 

 

３ 地域再生計画の区域 

島根県益田市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本市には、誇るべき山・川・海の自然があり、また、自然災害も少なく安心で

安全な生活環境に恵まれているとともに、九州・山口方面、広島方面、浜田・松

江方面の交通の結節点に立地している。また、都市と直結する萩・石見空港があ

り、時間や距離の不便さは大きく改善されている状況にある。 

本市の 2018年の人口は、前年比で 650人減少している。うち、自然増減につい

てみると、出生者数 319人に対し死亡者数 738人で 419 人の減となっている。社

会増減についてみると、転入者数 1,411人に対し転出者数 1,642人で 231人の減

となっており、進学や就職をきっかけに若者の都市への流出が続いている。 

また、雇用情勢については、2018年度の益田管内における有効求人倍率は各月

とも 2倍前後で推移しており、企業では「ひとが足りない」状況がみられる。 

このような状況が続くと、次代を担う若い世代の不足、労働力不足が深刻化し、

「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる」

という負のスパイラルに陥ってしまう。そのため、幼少期からのふるさと教育や

キャリア教育の推進など、子どもから大人までふるさとへの誇りと愛着を持つひ

とを育てるとともに、地元に定着する人やＵＩターン者を増やしていくことが必

要である。また、民間と行政が協力し、仕事を求める人材情報を発信しＵＩター

ンにつなげていくことが必要である。 

本市の地理的特性や安心で安全な地域という特徴を活かして働き場の確保や住
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環境の整備、地域ぐるみの子育て支援など、魅力あるまちづくりの推進と、体験

事業や担い手育成事業などの情報発信を進め、ＵＩターンを促進し、「益田に回

帰・流入・定着するひとの流れをつくる」ことを基本目標として、取組を推進し

ていく。 

【数値目標】 

事業の名称 ＫＰＩ 
現状値 

（ 計 画 開 始 時 点 ） 

目標値 

（2022年度） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

益田に回帰・流入・

定着するひとの流れ

をつくる事業 

ＵＩターン者数 190人 230人 

基本目標３ 高校卒業生の地元就職

者率向上 
36.1% 52.7% 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２及び５－３のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

益田に回帰・流入・定着するひとの流れをつくる事業 

② 事業の内容 

若い世代を重点的にＵＩターン者の住まいや暮らしを支援し、益田の魅力

を効果的に発信するとともに、ＵＩターン者のますだ暮らしを支援するサポ

ーターを増やすほか、ふるさと教育やキャリア教育・起業家教育をさらに推

進し、幼少期から益田に愛着を持ち、将来も益田で活躍することを志す次世

代を育成することにより、益田に回帰・流入・定着するひとの流れをつくる

事業。 

【具体的な取組】 

・ますだ暮らし定着支援事業 
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・ライフキャリア教育推進事業 

・教育魅力化コーディネーター事業 

・高校生第二のふるさとづくり事業 

・小規模校合同学習実施事業等 等 

※なお、詳細は「まち・ひと・しごと創生益田市総合戦略」のとおり。 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の数値目標に同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

36,000千円（2020年度～2022年度累計） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

毎年度７月に外部有識者による効果検証を行い、翌年度以降の取組方針を

決定する。検証後速やかに益田市公式ＷＥＢサイト上で公表する。 

⑥ 事業実施期間 

2020年４月１日から 2023年３月３１日まで 

 

５－３ その他の事業  

５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

     該当なし。 

 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

(1) 空き家バンク活用事業 

① 事業概要 

益田市空き家バンク推進事業者会（市内不動産業者団体）と連携し、空

き家バンク登録物件の増加を促し、定住促進を図る。 

② 事業実施主体 

島根県益田市 

③ 事業実施期間 

2020年４月１日から 2023年３月３１日まで 

 

６ 計画期間 
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2020年４月１日から 2023年３月３１日まで 


